
（平成２１年２月４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 7 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 12 件

国民年金関係 6 件

厚生年金関係 6 件

年金記録確認三重地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

三重国民年金 事案 457 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年１月から同年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 44 年 11 月から 50 年３月まで 

             ② 昭和 51 年１月から同年３月まで 

私は、申立期間当時、父親と共に農業をしていた。申立期間の国民年金

保険料については、私に代わり両親が集金に来ていた役場の担当者に納め

ていたと母親から聞いていた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人の両親が国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い上、申立人自身は国民年金

への加入手続及び保険料納付に関与しておらず、加入手続等を行ったとする

申立人の両親も他界しているため、国民年金への加入及び保険料納付の状況

は不明である。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 50 年 11 月に払い出されてい

ることから、申立期間当時は国民年金に未加入だったと考えられる上、申立

期間①について、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も無い。  

さらに、申立人の母親も昭和 48 年３月までは未納であるほか、申立期間①

について、国民年金保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当た

らない。 

一方、申立期間②については、３か月と短期間である上、申立期間②直前

の昭和 50 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料は現年度納付されてお

り、その直後の昭和 51 年度の国民年金保険料は前納されていることから、あ

えて申立期間②のみ保険料を納付しなかったとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

昭和 51 年１月から同年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。



                      

  

三重国民年金 事案 458 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 61 年４月から同年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 40 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61 年４月から同年 12 月まで 

    国民年金への加入手続及び申立期間の国民年金保険料については、手続

等を行った場所、時期等は記憶していないが、Ａ区役所からさかのぼって

納付できる旨の通知がきたので納付した。金額は覚えていないが高額だっ

たので父親に借りて支払ったので未納は無いと思っている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間は９か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除き、国民年

金加入期間の保険料をすべて納付している。 

   また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号より後に払い出さ

れた任意加入被保険者の資格取得日（昭和 63 年２月 17 日）から、昭和 63 年

２月以前に払い出されたものと推認でき、その時点では、申立期間の国民年

金保険料について過年度納付することは可能である。 

さらに、申立期間の国民年金保険料について、申立人は、Ａ区役所からさ

かのぼって納付できる旨の通知がきたので納付したとしているところ、申立

人の国民年金手帳記号番号はＡ区において払い出されていることが確認でき

る上、申立期間直後の昭和 62 年１月から同年３月までの保険料は過年度納付

されていることから、当該期間よりも時効の到来が早い申立期間の保険料を

納付しなかったとは考え難い。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

三重国民年金 事案 459 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 51 年７月及び同年８月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 26 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 51 年７月及び同年８月 

    Ａ町に在住していた時の昭和 51 年７月 21 日から同月 31 日までの間に夫

と一緒に町役場に行き、厚生年金手帳を見せて国民年金への加入手続を行

い、51 年７月及び同年８月の国民年金保険料を納付した。その後、駐車場

へ戻ってから、領収証をもらっていないこと及び年金手帳に何も記載して

いないことに気付いたが、役場のすることなので信用していた。 

    このことについては、再三社会保険事務所に異議申立を行ったが、認め

てもらえなかった。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、２か月と短期間である。 

また、申立人の国民年金への加入手続及び申立期間に係る国民年金保険料

の納付についての説明は、具体的かつ詳細であり、申立人が町役場に行った

時期についても不自然な点は無く、納付したとする金額も当時の保険料と近

似している上、申立人の夫に聴取しても、申立人と同様の供述をしているこ

とから、その内容は基本的に信用できる。 

さらに、申立人は、申立期間後に厚生年金保険に加入した後、国民年金に

任意加入しており、国民年金への関心や納付意識が高かったことがうかがえ

る。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

三重国民年金 事案 460 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42 年６月から 43 年３月までの期間及び同年９月から 44 年６

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められる。 

当該期間のうち、昭和 42 年６月から同年 10 月までの期間及び 43 年２月は

国民年金被保険者となり得る期間ではないことから、年金記録の訂正を行う

ことはできないが、42 年 11 月から 43 年１月までの期間、同年３月及び同年

９月から 44 年６月までの期間については、納付記録を訂正することが必要で

ある。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 42 年６月から 43 年３月まで 

             ② 昭和 43 年９月から 44 年６月まで 

    申立期間については、国民年金保険料を納付したことを示す領収証書及

び国民年金手帳を所持している。社会保険事務所から「申立期間の保険料

は還付済み」との回答を受けたが、還付手続を行った記憶も保険料を還付

された記憶も無いので納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持する領収証書及び国民年金手帳により、申立人は申立期間の

国民年金保険料を納付したことが確認できる。 

  これについて、社会保険事務所では時効後の納付であること等を理由に還

付済みであるとしているが、社会保険事務所が保管する申立人の国民年金被

保険者台帳及び市が保管する申立人の国民年金被保険者名簿には、申立期間

の国民年金保険料の還付についての記載は無く、還付されている事実は確認

できないほか、別に申立期間の保険料が還付されたことを示す関連資料も無

い。 

このことから、申立期間の保険料相当額について、長期間、国庫歳入金と

して扱われていたと推認でき、時効等により保険料を納付できないことを理

由として、保険料の納付を認めないのは、信義則に反することなどの事情を

含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたものと認められる。このうち、昭和 42 年６月から同年 10 月までの期

間及び 43 年２月は厚生年金保険の被保険者であったことから、申立人は国民

年金被保険者になり得ず、当該期間の年金記録の訂正を行うことはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 293 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 52 年６月 30 日から同年７月１日までに

係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められ

ることから、申立人のＡ事業所（現在は、Ｂ社。以下同じ。）における資格

喪失日に係る記録を同年７月１日に訂正し、同年６月の標準報酬月額を６万

4,000 円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 41 年 12 月 31 日から 42 年１月１日まで 

             ② 昭和 52 年６月 30 日から同年７月１日まで 

    Ｃ社（現在は、Ｄ社。以下同じ。）については、年末である昭和 41 年

12 月 31 日に退職したものと思っていた。 

また、Ａ事業所については、臨時社員として雇用され、その後、短時間

勤務の特別社員として働いていたが、「正社員として働いたらどうだ。」

と誘われ、試験を受け正社員となった。継続して同事業所で勤務していた

のに、厚生年金保険被保険者期間に空白があると社会保険事務所から聞い

たので納得できない。同事業所については、当時の職員名簿、「勤務に関

する記録」及び「給与に関する記録」の写しを所持している。 

申立期間について厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

なお、当時の両事業所における同僚等の名前は覚えていない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間②については、申立人が所持しているＡ事業所の「勤務に関する

記録」及び「給与に関する記録」の写しの双方において、辞職承認日が昭和

52 年６月 30 日と記載されている上、同事業所に照会したところ、「当事業

所では、従業員に対する厚生年金保険料の控除は人事記録に基づいて行って

いるため、申立人については、52 年６月分の保険料を給与から控除したもの



                      

  

と考えられる。」旨の回答があったことから判断すると、申立人は申立期間

②に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認め

られる。 

   また、申立期間②の標準報酬月額については、申立人のＡ事業所に係る昭

和 51 年 10 月の社会保険事務所の記録から６万 4,000 円とすることが妥当で

ある。 

   なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としているが、事業主が資格喪失日を昭和 52 年７月１日と届け出

たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年６月 30 日と誤って記録する

ことは考え難いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、

社会保険事務所は、申立人に係る同年６月の保険料について納入の告知を行

っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付さ

れるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業

主は申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

 ２ 一方、申立期間①については、申立人が厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   また、申立人の申立期間①に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生

年金保険料の控除の状況についてＤ社に照会したところ、「当時当社では、

女性の退職の場合、結婚退職が多く退職日を月末にする人は少なかった。

『配偶者の扶養に入るので厚生年金保険料が１か月分助かる。』と言って、

月末前に退職する人が多かった。」旨の回答があった。 

   さらに、申立人は申立期間①当時の同僚の氏名を記憶しておらず、連絡先

も不明であるため、申立てに係る事実を確認できる供述等を得ることはでき

なかった。 

   加えて、申立人のＣ社における雇用保険の加入記録によると、昭和 40 年５

月 11 日資格取得、41 年 12 月 30 日離職となっており、申立期間①に係る加

入記録は無く、社会保険庁の厚生年金保険被保険者記録と一致している。 

   このほか、申立期間①について、申立てに係る事実を確認できる関連資料、

周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間①に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 294 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間のうち、昭和 38 年６月１日から 41 年６月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認

められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。以下同じ。）における資

格取得日に係る記録を 38 年６月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額につ

いては、同年６月から同年９月までは１万 2,000 円、同年 10 月から 39 年９

月までは１万 4,000 円、同年 10 月から 40 年９月までは１万 6,000 円、同年

10 月から 41 年５月までは１万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38 年５月から 41 年６月１日まで 

    高校卒業後すぐにＣ社（現在は、Ｂ社。以下同じ。）に入社し、平成 15

年３月に退社するまで勤めた。同期の同僚にＤ氏、Ｅ氏、Ｆ氏、Ｇ氏、Ｈ

氏、Ｉ氏、Ｊ氏、Ｋ氏がいた。退社２年前に会社から厚生年金保険加入記

録をもらい、申立期間に係る記録が無いことに気が付いた。当時、同期生

同士で給与明細書を見せ合ったりしており、私としては厚生年金保険料を

給与から控除されていた記憶がある。 

    申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   社会保険事務所が保管しているＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

における申立人が記憶している同期の同僚に係る記録等により判断すると、

申立人が同社に昭和 38 年６月１日から勤務し、申立期間のうち同年６月１日

から 41 年６月１日までの厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められる。 

一方、申立期間のうち昭和 38 年５月については、Ｂ社が保管している人事

記録及び雇用保険の記録により、申立人が同社に勤務していたことは確認で



                      

 

  

きるが、①同社は、入社後３か月程度は見習期間として厚生年金保険に加入

させていなかったとしていること、及び②社会保険事務所が保管している同

社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿によると、申立人が記憶している同

期の同僚８人の厚生年金保険被保険者資格の取得年月日がいずれも 38 年６月

１日となっていることから、同年５月について、申立人が同社において厚生

年金保険被保険者であったと認めることはできない。 

   また、昭和 38 年６月から 41 年５月までの標準報酬月額については、同期

の同僚の標準報酬月額から、38 年６月から同年９月までは１万 2,000 円、同

年 10 月から 39 年９月までは１万 4,000 円、同年 10 月から 40 年９月までは

１万 6,000 円、同年 10 月から 41 年５月までは１万 8,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ｂ

社は保険料を納付したかどうかについては不明としており、このほかに確認

できる関連資料及び周辺事情も無いことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 295 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社。以下同

じ。）における資格取得日に係る記録を昭和 40 年 10 月 22 日、資格喪失日に

係る記録を 41 年２月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を２万 2,000

円とすることが必要である。 

 なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 40 年 10 月から 41 年２月 16 日まで 

    Ａ社における申立期間に係る厚生年金保険加入期間について社会保険事

務所に照会したところ、厚生年金保険の加入記録が見当たらないとの回答

であった。申立期間には事務の仕事をしていて健康保険と厚生年金保険に

加入していた記憶がある。また、健康保険証を使った記憶もある。 

申立期間について厚生年金保険被保険者期間であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の雇用保険加入記録及びＢ社が保管している辞令簿から、申立人が

昭和 40 年 10 月 22 日付けで同社に臨時社員として採用され、申立期間に勤務

していたことが確認できる。 

また、Ｂ社が保管している辞令簿のうち、昭和 40 年８月 11 日から 41 年３

月 31 日までの期間に採用した社員に係るものを見ると、そこに記載されてい

る 19 人のうち臨時社員は申立人を除き９人であり、社会保険庁の記録による

と、その中で採用月又は採用の約３か月後に依願退職した各一人については

厚生年金保険加入記録が無いものの、残る７人はいずれも採用時に厚生年金

保険に加入している。 

さらに、Ａ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿の健康保険整理番号



                      

 

  

614 番（昭和 39 年５月１日資格取得）から 753 番（昭和 41 年４月 28 日資格

取得）までの厚生年金保険の被保険者期間の長さをみると、申立人の勤務期

間と同程度又はそれより短い者（１か月から４か月）も７人みられる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料及び周辺事情を総合的に判

断すると、申立人は、申立期間において、厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ｂ社が保管している辞令簿に

記載された申立人の給与額から、２万 2,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としているが、社会保険事務所の被保険者名簿の整理番号に欠番

が見当たらないことから、申立人に係る社会保険事務所の記録が失われたと

は考えられない上、資格の取得及び喪失のいずれの機会においても社会保険

事務所が申立人に係る記録の処理を誤るとは考え難いことから、事業主から

当該社会保険事務所への資格の得喪等に係る届出は行われておらず、その結

果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 40 年 10 月から 41 年１月までの保

険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立期間に係る保険料

納付義務を履行していないと認められる。 

 



                      

  

三重国民年金 事案 461 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 41 年９月までの期間及び 43 年 11 月から 49 年

３月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めるこ

とはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 41 年９月まで 

             ② 昭和 43 年 11 月から 49 年３月まで 

昭和 41 年 10 月１日に厚生年金保険に加入するまでは国民年金に加入し

ていなかったが、50 年ごろに市の広報により特例で国民年金に加入できる

ことを知り、市役所において加入手続を行い、国民年金保険料を納付した。

その後、20 歳からの未納分を市役所で納付し、これで満額もらえると市の

担当者に言われた。 

国民年金手帳に「昭和 35 年 10 月１日 強制」と記載されているため、

すべての手続が完了したと思っていたが、60 歳の時に年金支払通知書が来

て、申立期間について国民年金保険料が未納であることを知った。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 50 年 12 月 25 日に払い出され

ており、申立人の国民年金保険料の納付状況を調査したところ、市が保管し

ている被保険者名簿によると、同年 12 月に同年４月から同年 12 月までの保

険料を、51 年６月に同年１月から同年３月までの保険料を、52 年１月に 49

年４月から 50 年３月までの保険料を納付している。申立人は、申立期間の国

民年金保険料について、国民年金の加入手続を行った後の１か月ないし２か

月ぐらい後に納付したと主張しているが、申立人が納付したとする時期は、

特例納付の実施期間ではなく、納付したとする金額についても申立期間の国

民年金保険料を特例納付した場合の保険料額と大きく相違している上、上記



                      

  

の保険料の納付状況から判断して、過年度納付した保険料を申立期間の保険

料と錯誤している可能性も考えられる。 

さらに、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 462 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 58 年６月から 61 年３月までの国民年金保険料については､納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 58 年６月から 61 年３月まで 

社会保険事務所に国民年金保険料納付記録の照会を行ったところ、昭和

58 年４月及び同年５月については保険料還付済みの期間で、申立期間につ

いては納付事実が確認できなかったとの回答をもらった。 

昭和 58 年３月までの領収書は残っており、その後途中で国民年金を辞

めた記憶は無い。毎月、Ａ銀行Ｂ支店にて口座引き落としをしていた記憶

がある。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

また、申立人が所持している国民年金手帳には、昭和 58 年４月１日に任

意加入被保険者の資格を喪失したことが記録されており、これは社会保険事

務所が保管している申立人の被保険者台帳（旧台帳）の記録と一致している。 

さらに、申立人が当時居住していた市の記録においても、申立期間に申立

人が国民年金に加入していた形跡は無く、申立期間は国民年金未加入期間で

あるため、国民年金保険料を納付することはできない。 

加えて、申立人の名前の読み方を幾通りか替えるなどして調査しても、申

立期間について、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も無い上、

ほかに申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

三重国民年金 事案 463 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 57 年４月から 61 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 57 年４月から 61 年３月まで 

    いつごろかは覚えていないが、国民年金保険料の督促が来たので、申立

期間４年分の保険料をまとめて納付した。いつ、いくら納付したかも覚え

ていないが、保険料は何十万円で、市役所の窓口に納付に行った覚えがあ

る。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料（確定申告書、家計簿）は無い。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は職権により払い出されており、そ

の時期は、申立人は昭和 61 年９月に厚生年金保険に加入していること等から

同年４月から同年８月までの間と考えられるが、その時点では、申立期間の

一部は時効により国民年金保険料を納付できない期間である上、申立期間に

ついて、別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も無い。 

さらに、申立人は、４年分の保険料をまとめて納付したと主張しているが、

申立人の国民年金手帳記号番号が払い出された時期においては、特例納付の

実施期間を過ぎていることから、４年分の保険料をまとめて納付することは

できず、申立人の主張に不合理な点がみられる。 

加えて、申立人は、まとめて納付した金額が国民年金保険料であったとの

明確な記憶は無い上、昭和 61 年４月から同年８月までの保険料は時効直前の

63 年７月に一括で過年度納付されていることから、過年度保険料の納付が時

効になる直前に納付の督促を受け、納付可能な期間の保険料をすべて納付し

たと考えるのが自然である。 

このほか、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。



                      

  

三重国民年金 事案 464 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 36 年４月から 46 年２月までの期間、48 年２月から 50 年６

月までの期間及び同年 11 月から 55 年 12 月までの期間の国民年金保険料につ

いては、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36 年４月から 46 年２月まで 

             ② 昭和 48 年２月から 50 年６月まで 

             ③ 昭和 50 年 11 月から 55 年 12 月まで 

    国民年金保険料の納付記録について照会したところ、昭和 36 年４月から

46 年２月までの期間、48 年２月から 50 年６月までの期間及び同年 11 月か

ら 53 年７月までの期間については国民年金保険料の免除期間、同年８月か

ら 55 年 12 月までは国民年金の未加入期間となっている旨の回答であった。

国民年金保険料については、婚姻（昭和 39 年１月）前は姉が、婚姻後は元

妻が市役所において納付していたはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人の姉及びその元妻が国民年金保険料を納付して

いたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

また、申立期間のうち、申立人が婚姻するまでの期間の保険料を納付して

いたとする申立人の姉は死亡している上、婚姻後の保険料を納付していたと

する申立人の元妻に聴取しても保険料の納付等について具体的な供述を得る

ことができないことから、国民年金の加入状況、保険料の納付状況等が不明

である。 

さらに、申立人の国民年金手帳記号番号は昭和 51 年 12 月にＡ市において

払い出されているが、その時点では、申立期間①及び②の一部は時効により

国民年金保険料を納付できない期間である上、51 年 12 月以前に申立人に別

の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡も無く、申立人が婚姻前に申立

人の姉と同居していたとするＢ市に確認しても、申立期間①当時、同市にお

いて申立人が国民年金に加入していた形跡は無い。 

加えて、Ａ市においては国民年金の記録が既に廃棄されているため確認で

きないが、その後申立人が昭和 53 年８月に転居したＣ市の国民年金被保険者



                      

  

名簿によると、申立期間①、②及び③の一部は法定免除期間（申立期間①及

び②に挟まれた厚生年金保険加入期間並びに申立期間②及び③に挟まれた厚

生年金保険加入期間の記録は、それぞれ昭和 56 年１月及び平成 12 年６月に

追加統合されたものであり、記録が統合されるまでは、これらの期間も法定

免除期間となっている。）と記録されており、その記録に不自然な点もみら

れないことから、申立人は 51 年 12 月にＡ市において国民年金への加入手続

を行い、遡及
そきゅう

して法定免除を受けたものと考えられる上、申立期間③のうち

53 年８月以降の期間については、申立人の元妻の厚生年金保険への加入に伴

い未加入期間になったものと考えられる。 

その上、申立人の国民年金保険料を一緒に納付していたとする申立人の元

妻の納付状況をみると、(a)昭和 37 年８月から 46 年２月までは未納期間、

(b)46 年３月から 48 年１月までは未加入期間（上記の申立人の厚生年金保険

加入記録の追加に伴い、未納期間及び法定免除期間から未加入期間に記録が

訂正されている。）、(c)同年２月から 53 年７月までは法定免除期間及び申

請免除期間、(d)同年８月から 59 年３月までは厚生年金保険加入期間となっ

ており、国民年金保険料が納付された形跡は無い上、ほかに申立期間につい

て、国民年金保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ

とはできない。 



                      

  

三重国民年金 事案 465 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 48 年１月から 50 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48 年１月から 50 年３月まで 

    Ａ事業所を退職し、昭和 51 年ごろに退職一時金を受け取り、その直後、

Ｂ市役所へ相談に行った際に、20 歳にさかのぼって国民年金に加入できる

旨の説明を受けたため、退職一時金とほぼ同額の保険料をＢ市役所内の金

融機関で納付した。国民年金への加入日が 48 年１月１日となっているので、

保険料は納付しているはずである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人が国民年金保険料を納付していたことを示す関

連資料(家計簿、確定申告書等)は無い。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、当該記号番号の前後の任意加入

被保険者の資格取得日及び申立人の退職一時金の受給日（昭和 51 年１月 27

日）から、昭和 51 年１月以降に払い出されたものと推認できるが、その時点

では、申立期間の一部は時効により国民年金保険料を納付できない期間であ

る。 

さらに、申立人は、退職一時金の金額とほぼ同額の国民年金保険料を納付

したと供述しているが、当該金額は、仮に、申立期間を含め申立人の国民年

金手帳記号番号が払い出された時点まで国民年金保険料を納付した場合にお

いても、納付すべき保険料額と大きくかい離している。 

加えて、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかが

わせる周辺事情も見当たらない。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めるこ 

とはできない。



                      

  

三重国民年金 事案 466 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成５年８月から６年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48 年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成５年８月から６年３月まで 

申立期間の国民年金の保険料免除期間については、私が大学院生の時に、

母親が社会保険庁から送付された納付書により銀行において一括納付した。

追納したにもかかわらず、申請免除期間のままとなっているのは納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立期間について、申立人の母親が国民年金保険料を納付していたことを

示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

   また、申立人の両親に聴取したところ、申立期間に係る保険料の追納は申

立人が大学院生の時（平成８年４月から 11 年 12 月ごろまで）に行ったとし

ているが、追納を行う場合、社会保険事務所において追納手続を行う必要が

あるところ、申立人の両親に聴取しても追納手続についての具体的な記憶が

無い上、社会保険庁の記録においても、追納手続が行われた形跡も無い。 

さらに、申立人の妹の国民年金保険料の納付記録をみると、平成７年６月

から８年３月までの保険料の申請免除期間について、同年 12 月に追納されて

いるが、申立人の両親及びその妹に聴取しても追納した記憶は無いとしてい

るものの、追納申込期間、追納の申出日等一連の事務処理にも不自然な点は

みられない上、申立人の妹の追納日が申立期間の追納を行ったとする時期と

一致することから、申立人の両親が、申立人の妹の保険料の追納と申立人の

保険料の追納を錯誤している可能性も考えられる。 

   このほか、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうか

がわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人の両親が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認

めることはできない。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 296 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険 

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 25 年９月から 29 年 11 月まで 

             ② 昭和 30 年４月から 31 年８月まで 

             ③ 昭和 37 年 12 月から 39 年７月まで 

    Ａ社(現在は、Ｂ社。以下同じ。)、Ｃ社及びＤ社で勤務していた期間に

ついて、厚生年金保険に加入していると思っていた。しかし、社会保険事

務所に厚生年金保険加入期間について照会したところ、申立期間には加入

していないとの回答であり納得できないので、申立期間について、厚生年

金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人が申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、申立期間①について、社会保険事務所が保管しているＡ社の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の氏名は無く、健康保険整理

番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、申立人は、申立期間①においてＡ社の「Ｅ班」に所属していた

と主張しているが、同社に照会したところ、「当時、『Ｅ班』は、当社の

外注業者であり、申立人については、当社の従業員ではないため、社会保

険への加入手続は行っていない。」旨の回答があった。 

加えて、Ｂ社は、「Ｅ班」として業務を行っていた事業所名、所属して

いた者の氏名等については分からないと回答している上、申立人も「Ｅ

班」における同僚の氏名を覚えておらず、連絡先も不明であるため、申立

人の申立期間①に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料

の控除の状況について関連資料や供述を得ることはできなかった。 



                      

 

  

２ 申立人が申立期間②の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、社会保険事務所の記録によると、Ｃ社が厚生年金保険の適用事業

所となった年月日は、昭和 30 年 11 月１日であり、申立期間②のうち同年

10 月 31 日までの期間については、同社は厚生年金保険の適用事業所に該

当していなかったことが確認できる。 

さらに、申立期間②について、社会保険事務所が保管しているＣ社の健

康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の氏名は無く、健康保険整

理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

加えて、申立人の申立期間②に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び

厚生年金保険料の控除の状況についてＣ社に照会したところ、当時の資料

は残っていないため不明であるとの回答があり、これらを確認できる関連

資料や供述を得ることはできなかった。 

また、申立人はＣ社の同僚の氏名を覚えていない上、社会保険庁の同社

に係る厚生年金保険被保険者記録に記載されている申立期間②に被保険者

であった 25 人のうち、連絡先が判明した３人に照会したものの、いずれも

申立人については記憶に無いと回答しており、同社における厚生年金保険

適用の取扱いについての供述等も得られなかった。 

３ 申立人が申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、申立人は、申立期間③においてＤ社でＦ発電所及びＧ峠のトンネ

ル工事を行っていたと主張しているが、同社に照会したところ、「当社の

人事記録、退職者台帳及びＦ発電所工事従事者名簿のいずれにも申立人の

氏名は記載されていない。また、当時、当社が行った工事の記録には、Ｇ

峠のトンネル工事に係る記録は無い。」との回答があった。 

加えて、申立人がＤ社でＦ発電所の工事を一緒に行っていたと主張して

いる上司及び同僚の計３人について同社に照会したところ、「Ｆ発電所工

事従事者名簿に３人のうち一人の氏名が記載されているが、残る二人の記

録は無い。」との回答があった上、３人とも連絡先が不明であるため、申

立てに係る事実を確認できる供述等を得ることはできなかった。 

また、上記３人を除く申立期間③にＦ発電所の工事を行っていた者につ

いては、Ｄ社からその氏名及び連絡先を把握することができなかったこと

から、照会することはできなかった。 

４ このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

     これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 297 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 19 年４月から同年 12 月まで 

             ② 昭和 20 年１月から同年４月 30 日まで 

             ③ 昭和 20 年８月 31 日から 21 年１月１日まで 

    Ａ社とＢ社に係る厚生年金保険被保険者期間について社会保険事務所に

照会したところ、Ａ社において昭和 20 年２月１日資格取得、同年 12 月１

日資格喪失、Ｂ社においては同年４月 30 日資格取得、同年８月 31 日資格

喪失であるとの回答を受けた。しかし、私は 19 年４月にＡ社に入り、同年

末に同社を退職し、年が明けてＢ社に入った。終戦は同社で迎え、年末ま

でいた。社会保険事務所の回答によると、両社に係る厚生年金保険被保険

者期間が一部重なっているようだが、両社での被保険者期間は申立てのと

おりのはずである。 

    申立期間について厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  １ 申立人が申立期間①の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い上、申立人は、Ａ社に

おける保険料控除についての記憶も無い。 

    また、申立期間①について、社会保険事務所が保管しているＡ社に係る

健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の氏名は無く、健康保険

整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難

い。 

   さらに、Ａ社は昭和 61 年３月 26 日に厚生年金保険の適用事業所に該当

しなくなっている上、閉鎖登記簿謄本による調査を行い同社の代表清算人

に照会したところ、承継する事業所は無く、当時の資料も残っていないと



                      

 

  

の回答であり、申立人の申立期間①に係る勤務実態、厚生年金保険の適用

及び厚生年金保険料の控除の状況について関連資料や供述を得ることはで

きなかった。 

加えて、申立人は同僚の氏名を記憶しておらず、連絡先も不明であるた

め、申立てに係る事実を確認できる供述等を得ることはできなかった上、

社会保険事務所が保管しているＡ社の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

に記載されている申立期間を含む期間に同社に在籍していた被保険者 13 人

に照会を試みたものの、いずれも既に他界している又は連絡先が不明であ

るため、申立てに係る事実を確認できる供述等を得ることはできなかった。 

２ 申立人が申立期間②及び③の厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い上、申立人は、

Ｂ社における保険料控除についての記憶も無い。 

また、申立期間②について、社会保険事務所が保管しているＢ社の厚生

年金保険被保険者名簿には、申立人の氏名は無い。 

  さらに、申立人は、「Ｂ社に入社するころは戦時下であり、空襲が激し

くなったため、母親の実家のあるＣ県に疎開し、既に同社で勤務していた

従妹の紹介で同社に入社した。」と主張しているところ、申立期間②及び

その前の期間について、上記の名簿には、申立人の従妹の氏名も無いこと

から、Ｂ社においては、必ずしも入社と同時に厚生年金保険に加入させて

いなかったとも考えられる。 

加えて、当該名簿に記載されている申立人と同日又はその前後に資格取

得した被保険者９人に照会を試みたものの、連絡先が不明であるため、申

立てに係る事実を確認できる供述等を得ることはできなかった。 

また、Ｂ社が保管している当時の厚生年金保険被保険者資格取得及び資

格喪失に係る届書の写しを見ると、申立人は昭和 20 年４月 30 日資格取得、

同年８月 31 日資格喪失となっており、社会保険事務所の記録と一致してい

る。 

さらに、Ｂ社に照会しても、ⅰ）申立人の申立期間②及び③に係る勤務

実態等については、上記届書を除き当時の人事記録等の資料は残っていな

い旨、ⅱ）健康保険への加入状況については、同社の健康保険組合は平成

10 年４月に解散しており、資料も残っていないため不明である旨の回答で

あった。 

３ このほか、申立てに係る事実を確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



                      

  

三重厚生年金 事案 298 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 19 年 10 月１日から 20 年８月 20 日まで 

    Ａ社の厚生年金保険被保険者期間について照会したところ、申立期間に

ついては脱退手当金支給済みのため年金額の計算に算入されない旨の回答

が来た。しかし当時は、終戦で焼け出されてＢ郡に戻ってきたため、脱退

手当金等をもらう余裕など全く無かった。申立期間について厚生年金保険

の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   脱退手当金支給に係る期間は３年未満であるが、申立てのケースは、厚生

年金保険法施行令（昭和 19 年勅令 363 号）第 22 条の２に基づき脱退手当金

を支給する場合の一つとして定められた「戦争終結ニ依ル事業所ノ廃止、休

止又ハ縮小ニ因リ被保険者ガ其ノ資格ヲ喪失シタルトキ」に該当し、当時は

脱退手当金を受給することが可能であった。 

申立人は厚生年金保険被保険者証を所持していないため、同書類では確認

できないものの、社会保険事務所が保管している申立人の厚生年金保険被保

険者名簿には、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されている。 

また、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期間

に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約８か月後の昭和 21 年５月６日

に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手 

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

 これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

 

  

三重厚生年金 事案 299 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 35 年５月１日から 36 年７月 23 日まで 

             ② 昭和 36 年７月 24 日から 41 年９月 26 日まで 

    被保険者記録照会回答票により厚生年金保険加入期間が脱退手当金支給

済みとされていることを知った。しかし、私は脱退手当金の請求はしてお

らず、受給した記憶も無い。Ａ社を退職する際に退職金を３万円ほどもら

ったが、その中に脱退手当金が入っているとは聞いておらず、ほかに会社

から一時金を受け取った記憶も無い。申立期間について厚生年金保険被保

険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

    社会保険事務所が保管している脱退手当金請求に係る最後の事業所の健康

保険厚生年金保険被保険者原票において、健康保険整理番号が申立人の前後

の番号となっている９人の女性のうち脱退手当金の受給資格がある７人（申

立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である昭和 41 年９月 26 日の前後４

年以内に資格喪失）の脱退手当金の支給記録を確認したところ、６人につい

て資格喪失日から６か月以内に脱退手当金の支給決定が行われている上、同

事業所に照会したところ、「当時、退職時に脱退手当金の説明を行っており、

女性は結婚退社が多かったため、脱退手当金の受給を勧めていた。」との回

答があったことを踏まえると、申立人についても事業主による代理請求がな

されたものと考えられる。 

また、申立人は厚生年金保険被保険者証を所持していないため、同書類で

は確認できないものの、上記の被保険者原票には、脱退手当金の支給を意味

する「脱」の表示が申立人について記されているとともに、脱退手当金の支

給記録が確認できた同僚６人にも「脱」の表示が記載されている。 



                      

 

  

さらに、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤りは無く、申立期

間②に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約４か月後の昭和 42 年１月

30 日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

    これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 300 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39 年９月から 43 年２月まで 

    昭和 39 年にＡ事業所Ｂ局（現在の本社は、Ｃ社。以下同じ。）に臨時雇

用員「乙」として採用され、41 年３月からは臨時雇用員「甲」になった。

「乙」、「甲」ともに８時から 16 時までの勤務であった。夜学が夏休み

の時は、８時から 17 時までの勤務や、夜勤もあった。同郷のＤ氏も私と

同じような仕事をしていて、他の臨時雇用員も健康保険と厚生年金保険に

加入していた。「乙」から「甲」に種別が変更になった際に健康保険と厚

生年金保険の保険料が上がる説明を受けた覚えがあることから、加入して

いたことは間違いないので、申立期間を厚生年金保険の加入期間として認

めてほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の雇用保険加入記録から、申立人が申立期間のうち昭和 40 年２月１

日から 42 年 12 月 30 日までの期間にＡ事業所Ｂ局で勤務していたことは確認

できるが、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   また、申立期間について、社会保険事務所が保管しているＡ事業所Ｂ局の

健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の氏名は無く、健康保険整

理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、申立人の申立期間に係る厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料

の控除の状況についてＣ社に照会したところ、申立人が申立期間当時に厚生

年金保険に加入していたことを示す資料は無い旨の回答があり、これらを確

認できる関連資料や供述を得ることはできなかった。 

加えて、申立人が記憶している同郷の同僚（一人）に照会したところ、申



                      

  

立人に関する記憶は不明確である上、当該同僚は申立期間については共済年

金に加入している。 

また、他の複数の同僚について調査したところ、死亡、所在不明等により、

Ａ事業所Ｂ局における申立人の勤務実態等について確認できる供述等を得る

ことはできなかった。 

さらに、申立人は、「申立期間当時、切手のようなものを貼った手帳を社

会保険事務所に提出すると、健康保険証が交付された。」と供述していると

ころ、当該手続は当時の健康保険制度には無く、日雇労働者健康保険制度に

係るものであることから、申立人は日雇労働者健康保険の被保険者であった

と推認されるが、当該被保険者は厚生年金保険には加入できない。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料、周辺事情は無い。 

   これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 301 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14 年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 33 年９月 25 日から 35 年４月ごろまで 

             ② 昭和 43 年７月ごろから 45 年 12 月ごろまで 

             ③ 昭和 45 年 12 月ごろから 46 年１月ごろまで 

             ④ 昭和 46 年１月ごろから 47 年１月６日ごろまで 

             ⑤ 平成 12 年６月３日から 14 年７月３日ごろまで 

申立期間①（Ａ社）、②（Ｂ社）、③（Ｃ社）、④（Ｄ社（現在は、Ｅ

社。以下同じ。））及び⑤（Ｆ社）における厚生年金保険への加入期間に

ついて照会したところ、厚生年金保険への加入の事実が無い旨の回答があ

った。 

私は、中学校を卒業後、１年か２年してからＧ市へ出てＨ社に就職し、

その１か月後にＩ市に戻り、Ａ社で工員として２年間ぐらい働いた。 

その後、昭和 43 年７月から従業員数 10 人ぐらいのＢ社で旋盤工として、

次に従業員数 10 人から 15 人のＣ社で鉄材加工の工員として、さらに従業

員数８人ぐらいの金型を製造していたＤ社で働いた。 

平成 12 年６月３日からはＦ社で勤務した。同社については源泉徴収票

もあり、社会保険料が控除されていたので厚生年金保険に加入していたは

ずである。 

申立期間について厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

 １ 申立期間①について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

また、社会保険事務所が保管しているＡ社の健康保険厚生年金保険被保

険者名簿に記載されている昭和 26 年３月 16 日から 37 年４月１日までに厚



                      

  

生年金保険被保険者資格を取得した 411 人の中には、申立人の氏名は無く、

健康保険整理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものと

は考え難い。 

さらに、申立人の申立期間①に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び

厚生年金保険料の控除の状況についてＡ社に照会したところ、当時の資料

は残っていないため不明であるとの回答があり、これらを確認できる関連

資料や供述を得ることはできなかった。 

加えて、申立人はＡ社で工員として勤務していたとしているところ、同

社における同僚の氏名等を覚えていないとしているため、上記名簿に記載

されている昭和 33 年に厚生年金保険被保険者資格を取得した男性のうち連

絡先が分かった二人に照会したところ、いずれも①申立人を覚えていない

と回答している上、②入社当初の２か月間又は２年間は臨時工であり、臨

時工であった期間については厚生年金保険被保険者記録が無い旨供述して

いることから、同社においては、工員として入社した従業員について、入

社後しばらくは臨時工として取り扱い、厚生年金保険に加入させていなか

ったものと考えられる。 

このほか、申立期間①について、申立てに係る事実を確認できる関連資

料、周辺事情は無い。 

 ２ 申立期間②について、Ｂ社が保管している当時の金銭出納簿（給与の支

給状況等が記載された資料）から、申立人が昭和 43 年７月から 45 年 12 月

まで同社で勤務していたことは確認できるが、申立人が申立期間②の厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与

明細書等の資料は無い。 

また、申立期間②について、社会保険事務所が保管しているＢ社の健康

保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人の氏名は無く、健康保険整理

番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

   さらに、Ｉ市が保管している申立人の国民年金被保険者名簿によると、

申立期間②及びその前後の期間(昭和 39 年４月から 46 年 12 月まで)は国民

年金の申請免除期間となっている上、社会保険事務所が保管している申立

人の国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番

号払出時期は昭和 36 年３月となっていることから、申立人の国民年金加入

手続はそのころに行われたと考えられる（国民年金被保険者資格の取得時

期は昭和 36 年４月）。そのため、申立人は、Ｂ社で勤務する前から国民年

金に加入し、申請免除を受けていたことが確認できるところ、申立人の申

立期間②に係る厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除の状況につ

いてＢ社に照会した結果、「当時の厚生年金保険の適用状況等が分かる資

料は残っていないため、申立人に係る適用状況等については不明である。

また、当時は、国民年金に加入していた従業員の中には保険料額が国民年



                      

  

金より高い厚生年金保険に加入するのを嫌がる者もいたため、本人の希望

があれば厚生年金保険に加入させなかった。」旨の回答があった。 

   加えて、申立人は当時のＢ社における同僚の氏名等を覚えておらず、社

会保険事務所の記録により確認できる申立期間②に同社において厚生年金

保険被保険者であった同僚に照会したところ、申立人を覚えていないと回

答している上、当時の記憶が不明確であり、同社における厚生年金保険適

用に係る取扱い等についての供述等を得ることもできなかった。 

   このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

 ３ 申立期間③について、Ｃ社及び申立期間③に同社で厚生年金保険被保険

者であった同僚（当時の事業主の息子）に照会したところ、いずれも「申

立人が昭和 46 年ごろの１週間ほどＣ社で勤務していた。」旨供述している

ことから、勤務時期は特定できないものの、申立人が同社で勤務していた

ことは推認できる。しかし、申立人の申立期間③に係る厚生年金保険の適

用及び厚生年金保険料の控除の状況について、同社は「申立人は１週間ほ

ど勤務しただけであるため、厚生年金保険の加入手続は行っていない。」

旨、当該同僚も「申立人は１週間ほどしか働いておらず、試用期間中であ

ったため、厚生年金保険には加入していなかった。」旨回答している。 

また、申立人の雇用保険の加入記録をみると、Ｃ社に係る加入記録が無

いことからも、申立人の勤務期間が短く、試用期間であったため、社会保

険及び雇用保険への加入手続が行われなかったことがうかがわれる。 

さらに、申立人が申立期間③の厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

加えて、申立期間③について、社会保険事務所が保管しているＣ社の健

康保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人の氏名は無く、健康保険整

理番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

また、Ｉ市が保管している申立人の国民年金被保険者名簿によると、申

立期間③及びその前後の期間（昭和 39 年４月から 46 年 12 月まで）は国民

年金の申請免除期間となっている。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

 ４ 申立期間④について、申立人が厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていた事実を確認できる給与明細書等の資料は無い。 

   また、申立期間④について、社会保険事務所が保管しているＤ社の健康

保険厚生年金保険被保険者原票には、申立人の氏名は無く、健康保険整理

番号に欠番も無いことから、申立人の記録が欠落したものとは考え難い。 

さらに、申立人の申立期間④に係る勤務実態、厚生年金保険の適用及び

厚生年金保険料の控除の状況についてＥ社に照会したところ、「当時の資



                      

  

料は残っていないため、申立人の勤務実態等は分からない。また、当時、

厚生年金保険料が給与から控除されると給与額が減るため、厚生年金保険

に加入しないことを希望する従業員もおり、その場合には加入させていな

かった。」旨の回答があった。 

   加えて、申立人は当時のＤ社における同僚の氏名等を覚えておらず、上

記の被保険者原票に記載されている昭和 46 年に厚生年金保険被保険者資格

を取得した被保険者のうち連絡先が分かった二人に照会したものの、当時

の記憶が不明確であることなどから、申立てに係る事実を確認できる供述

等を得ることはできなかった。 

   また、Ｉ市が保管している申立人の国民年金被保険者名簿によると、申

立期間④及びその前の期間（昭和 39 年４月から 46 年 12 月まで）は国民年

金の申請免除期間となっている。 

   このほか、申立期間④について、申立てに係る事実を確認できる関連資

料、周辺事情は無い。 

 ５ 申立期間⑤について、申立人の雇用保険の記録から、申立人が申立期間

⑤にＦ社で勤務していたことは確認できるが、申立人が申立期間⑤の厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていた事実を確認できる給与

明細書等の資料は無い。 

   また、Ｆ社は平成 18 年６月 26 日に厚生年金保険の適用事業所に該当し

なくなっている上、当時の事業主は入院中であり、閉鎖登記簿謄本による

調査でも当時の事業主を除く役員等関係者の所在が判明しないため、申立

人の申立期間⑤に係る厚生年金保険の適用及び厚生年金保険料の控除の状

況について関連資料や供述を得ることはできなかった。 

さらに、申立人は当時のＦ社における同僚の氏名等を覚えておらず、社

会保険事務所の記録により確認できる申立期間⑤に同社において厚生年金

保険被保険者であった者の中で連絡先が分かった同僚に照会したところ、

「当時、従業員のうち申立人のような工員などは時間給であり、厚生年金

保険に加入するかどうかは本人の希望による取扱いが行われていた。申立

人については、たしか雇用保険のみ加入しており、厚生年金保険には加入

していなかったと記憶している。」との回答があった。 

加えて、申立人は、Ｆ社が発行した平成 13 年分給与所得の源泉徴収票を

所持しており、当該書類に社会保険料等の記載があることから、同社にお

いて厚生年金保険に加入していたはずであると主張しているが、ⅰ）源泉

徴収票に記載することとされている社会保険料等には、厚生年金保険料の

ほか雇用保険料も含まれること、ⅱ）申立人の雇用保険の加入記録により、

申立人が平成 13 年を含む申立期間⑤に同社で雇用保険に加入していたこと

が確認できること、及びⅲ）申立人が所持している源泉徴収票に記載され

ている社会保険料等の金額は、申立人に係る雇用保険料とほぼ一致してお



                      

  

り、当該雇用保険料額に厚生年金保険料額を加算した額とは大きく異なる

ことから、申立人が 13 年分給与から控除されていたのは雇用保険料であり、

厚生年金保険料は控除されていなかったものと考えられる。 

このほか、申立人の申立期間⑤における厚生年金保険料の控除について

確認できる関連資料、周辺事情は無い。 

 ６ これら申立内容及びこれまで収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 


